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2Ua－3 高齢 者　の 居住 状　況　の　分　析

名古屋女子大家政 大野 庸子

住　　居

【目的】　高齢化率の進行著しいわが国における、高齢者の住宅事情を把握し、居住状況

改善のための方策を探ることを目的とし、住宅統計調査報告を分析七た。

　【方法】　資料調査：昭和33年、38年、43年、48年、53年、58年、63年、住宅統計調査報

告、総理府統計局。平成2年国勢調査。　分析した内容：全国の世帯の型, 65才以上の世

帯における、住宅所有形態、住宅の規模、居住水準、年収など。

　【結果および考察】昭和63年調査による全世帯の型:65才以上の同居は75％、高齢者夫

婦15％,高齢単身者10％、単身者の内訳は女性81％、男性19％。　住宅の所有形態：持家

が65才以上は49％、65才未満は51％。全国の単身世帯中65才未満51％、65才以上は19％、

その19％が全国の持家の49％を占めている。　住宅の規模：延べ面積の最高率は持家にお

ける同居120~199ra31％、夫婦100~145 nf25％、　単身30~49㎡27％の順である。　室数の

最高率は持家の同居7室以上46％、夫婦7室以上26％、単身4室2Q％。　借家では、単身2室

40％、同居3室32％、夫婦2室26％。　居住水準：都市型誘導居住水準は夫婦76％、単身68

％、同居56％。　年収：昭和63時点での最高率は、持家の場合75才以上は100万円未満34

％、100~200万円25％、次いで65~74才の100~200・ 200~300万円各々21％、ちなみに65才未

満は500~700万円である。　以上から全般的には、高齢者世帯は持家率、居住水準共に高

いが、身体機能を助ける設備が要るまた家賃補助がもとめられる。

2Ua－4 農家世帯高齢者の生活と生活環境に関する研究

宮崎大教育　米村敦子

(第二報)

　目的：本研究は、種々の偏在性を内包しながら急速に進む高齢化の中で、過疎化や農業
問題や地域問題と関連して、高齢化に伴う複合的な問題を厳しく現出している農家世帯の

高齢者問題に着目して、その生活と生活環境についての調査を宮崎県下で実施し、きめ細

かい生活実態を把握するとともに、それを通して、住み慣れた環境の中でいきいきと生活
していく、今後の高齢化対策について検討するものである。宮崎県の高齢化率は14.2％、

農家世帯においては19.5％に達している（1990年国勢調査・農林業センサス）。
　方法：調査対象地として３市町４地域（最も高齢化の進む県中北山村部から西臼杵郡日

之影町、市部で高齢化率20％を越えたえびの市から平野部と山間部の２地域、農協主体の

特老ホームの建設計画の進む半農半漁地域の南那珂郡南郷町）を選定し、65歳以上の高齢

者および50～64歳の向老期の成人を対象とした質問紙を用いた自記式・留置式のアンケー
ト調査（1991年8月、有効回収票751）と、高齢者の居住する伝統的な農家住宅の実測調

査および住み方調査（1991年9～11月）を実施した。
　結果：本報では、アンケート調査より、居住環境を中心に、「併列型」や「分棟型」と

いう地域の特徴を示す住宅の間取り、南部に多い隠居家の状況とその独立的な生活様式、

および、地域環境の現状と問題点について、さらに、高齢者の介護と女性の問題、高齢者
専用住宅や高齢者福祉対策への要望等について報告する。また、実測調査および住み方調

査からは、高齢者の居住する伝統的住宅の歴史や地域性、増改築の状況や高齢者の住まい

方、住宅内で営まれる伝統行事などの住生活文化の現状等について報告する。
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